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202５年７月３０日掲載

日欧との米関税交渉進展で次の手は？

7月２７日にトランプ米大統領と欧州連合（EU）のフォンデアライエ
ン欧州委員長は、相互関税の税率15パーセントで大筋合意し、日本
と同程度の水準としました。対米投資の上乗せを6000億米ドルとし、
こちらも日本の5500億米ドルと同程度となっています。
関税交渉が進展するいま気になるのは、米国の消費者の気持ちで
す。米国民にとって、これまでのニュースはざっくり輸入品にかかる
関税が15パーセントになりそうだという感触を与えることになるで
しょう。
カナダとメキシコからの輸入品の関税が同程度に決まれば、米国内
の消費者心理は、４月ごろに比べれば落ち着くと期待できます。
関税により米国の消費が落ち込まず、かつ大幅なインフレにもなら
ないとすれば、従来からのシナリオ通り、米国の経済成長は減速する
ものの後退はせず、日本からの輸出は数量としては維持されるでしょ
う。
今後の注目は、カナダやメキシコとの合意進展になります。米国は、
カナダやメキシコには相互関税をかけていないので、日本やEUより
も有利な合意の可能性もあります。
トランプ政権にとってこれから一番大事なことは、来年秋の中間選
挙に向けて、消費者つまり有権者の気持ちを良くすることと言えます。
トランプ政権はこれまで関税で消費者の気持ちをうしろ向きにさせ
ましたが、これからは関税交渉を大統領の想定した程度に落ち着か
せ、固まりつつある関税収入を当てにした追加の経済政策を練るタイ
ミングとみています。
まだ中間層向けの減税などが実現しておらず政策が好材料となる
可能性があります。
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